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焼津市競争入札参加資格審査 業種追加登録申請要領（役務） 

 

既に有資格者名簿に登録されている方で、新たな業種を登録するために資格審査を受けようとす

る場合の申請方法等については以下のとおりです。 

 

１ 提出方法 

■郵便による送達又は持参（締切日必着） 

■提出書類はＡ４サイズ（原本類がＡ４でない場合は、Ａ４に変倍）で作成し、番号順に重ねて

ください。 

 

２  提出先（問合先） 

〒425-8502  焼津市本町二丁目 16番 32号 

   焼津市総務部契約検査課契約担当 

電話 054-626-1119（直通）  ＦＡＸ 054-626-1136 

 

３ 受付期間等 

■受付期間は、下表の各受付月の初日から末日までです。 

受付月 審査 登録 

６月 ７月 ８月１日 

10月 11月 12月１日 

２月 ３月 ４月１日 

■各受付月の末日が土・日曜日又は祝日の場合は、前日の平日を期限日とします。 

■入札参加資格審査により追加登録希望業種が入札参加資格を備えていると認められた場合は、

入札参加資格者名簿に登録され、入札参加資格の効力が発生します。（別途通知はしません。） 

■入札参加資格者名簿はホームページで公開します。 

 

４ 登録受付業種 

 ■別表を参照してください。 

 

５ 申請要件 

■業種の追加登録申請を行うためには、入札参加資格審査により有資格者名簿に登録されている

有資格者でなければなりません。また、次に定める要件をすべて備えていなければなりません。 

(1) 追加登録申請を受けようとする業種に必要とする法令又は条例に基づく許可、登録、届出

等（以下「法令の許可等」という。）について、別表に定めがある場合は、当該法令の許可等

を有していること。 

(2) 追加登録申請を受けようとする業種について、審査申請日の１年以上前から事業を行って 

いること（申請に係る法令の許可等を受けてから１年以上その事業を営んでいることをいう。）。 
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６ 提出書類 

(1) 提出部数  １部 

(2) 提出書類 

提 出 書 類 名 備   考 

１ 

焼津市競争入札参加資格

業種追加登録申請書（役

務） 

様式８号 

・申請者は、本社代表者としてください。 

２ 
登録希望業種表（役務） 

※１ 

様式２号 

・追加登録を希望する業種を記載してください。 

３ 

事業に必要な法令の許可

等の証明書類（写し可） 

（該当する場合のみ） 

・様式２号記載の登録業種に係る法令の許可等の証明書、登録証

など 

・申請日において有効期間内のもの 

・様式２号記載の希望業種に係る任意制度による登録をしている

場合も登録証などを提出してください。 

４ 業務経歴書 

様式５号 

・様式の内容を満たしていれば、書式は問いません。 

・追加登録を希望する業種ごとに作成してください。ただし、直

近２年以内に実績がない業種については提出不要です。 

５ 

業種調書 

（該当する場合のみ） 

※２ 

様式６号 

・許可等の有無は、該当する登録等の有無欄に○をしてください。 

・有資格者人数は、人数のみ記入し、職員個人の資格証は提出不

要です。  

 

【注】 

※１「登録希望業種表」について 

○追加登録を希望する業種のみ記載してください。既に登録されている業種については記載の

必要はありません。 

 ○登録済みの業種の削除（抹消）は、廃業等届出書（様式 13号）にて提出してください。 

 

※２「業種調書」について 

○別表に記載する登録業種に必要とする法令の許可等において、資格を有した職員の常時雇用

を求めるもの又は登録希望業種表（様式２号）に記載する許可等を証明する提出書類におい

て提出区分が任意のものについて、資格保有等の状況を記載してください。 

 

※３「受付の確認」について 

○受付票は当市から発行しません。受付票類が必要な場合は、返信先を記載し、切手を貼付し

た「はがき」を添付していただければ、受付印を押印して返送します。 

○申請書類持参の場合は、様式８号の写しをご用意いただければ、受付印押印のうえ返却しま

す。 

 

※４ 各様式について 

○提出書類の各様式は、当市ホームページに掲載していますので、ダウンロードしてください。 

 

 
https://www.city.yaizu.lg.jp/business/bid-contract/sanka-toroku/ 

sanka-ekimu/gyoshu-add.html 
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７ 代理人及び委任先営業所の登録について 

■代理人を定める場合は、代理人を１人のみ登録でき、その代理人が属する１営業所のみ登録で

きます。希望業種ごとに分けて複数の代理人と委任先営業所を登録することはできません。 

■法令の許可等が必要な業種については、委任先営業所に許可等が必要な場合があります。当該

業種の登録を希望するときは、許可等を有していない営業所を委任先とすることはできません。 

 

８ 審査結果について 

■入札参加資格審査の結果について、入札参加資格者名簿に登録された場合、登録した旨の

通知は別途しませんので、当市ホームページでご確認ください。 

■入札参加資格審査の結果により、登録できない場合は、否認した旨を別途通知します。
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別表 

業種区分 
業務事例 登録業種に必要とする法令の許可等 

大業種 小業種 

設
備
等
保
守 

消防設備保守 

消火設備・火災報知

器・避難器具・警報

装置・非常用電源装

置等の保守点検 

消防法第17条の３の３に基づく消防設備士又は消

防設備点検資格者の在籍（常用雇用） 

電気設備保守 

自家用電気工作物・

受電及び配電設備・

照明等の保守点検 

電気事業法第43条及び第44条に基づく電気主任技

術者（第１種～第３種）又は電気工事士法第３条に

基づく電気工事士の在籍（常用雇用） 

空調設備保守 空調設備の保守点検  

通信設備保守 

電話交換設備・無線

通信設備・テレビ共

聴設備等の保守点検 

 

昇降設備保守 

エレベータ・荷物リ

フト等の保守点検 

建築基準法第12条第３項に基づく建築士（１級・２

級）、建築基準法施行規則第４条の20第２項に基づ

く建築基準適合判定資格者検定合格証を保有して

いる者又は同項に基づく登録昇降機検査資格者講

習修了者のいずれかの在籍（常用雇用） 

自動ドア保守 自動ドアの保守点検  

体育設備・遊

具保守 

プールろ過機、遊具、

体育施設設備等の保

守点検 

 

環
境
衛
生
管
理 

建築物清掃 
庁舎・床・ガラス等

の清掃 

 

建築物空気環

境測定 

室内の空気環境測定  

建築物飲料水

貯 水 槽 等 清

掃・保守 

貯水槽・受水槽・高

架水槽等の清掃 

 

飲料水水質検

査 

飲料水の水質検査  

消毒・殺菌・

害虫駆除 

ねずみ・昆虫駆除、

室内消毒等 

 

浄化槽保守点

検 

浄化槽の保守点検 静岡県浄化槽保守点検業者登録条例第２条に基づ

く浄化槽保守点検業者登録（焼津市が営業区域に含

まれていること。） 

警 

備 

施設警備 宿直・夜間警備 

警備業法第４条に基づく警備業認定（静岡県外に主

たる営業所がある場合は、同法第９条に基づく静岡

県内の営業所設置の届出もされていること。） 

会場警備 イベント警備 

警備業法第４条に基づく警備業認定（静岡県外に主

たる営業所がある場合は、同法第９条に基づく静岡

県内の営業所設置の届出もされていること。） 

機械警備 
監視・警報機器等に

よる警備 

警備業法第４条に基づく警備業認定及び同法第40

条に基づく機械警備業の届出（静岡県外に主たる営

業所がある場合は、同法第９条に基づく静岡県内の

営業所設置の届出もされていること。） 
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別表 

業種区分 
業務事例 登録業種に必要とする法令の許可等 

大業種 小業種 

廃
棄
物
処
理 

産業廃棄物収

集・運搬 

産業廃棄物の収集、

運搬 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条第１項

に基づく産業廃棄物収集運搬業許可 

産業廃棄物処

分 
産業廃棄物の処分 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条第６項

に基づく産業廃棄物処分業許可 

特別管理産業廃

棄物収集・運搬 

特別管理産業廃棄物

の収集、運搬 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条の４第

１項に基づく特別管理産業廃棄物収集運搬業許可 

特別管理産業

廃棄物処分 

特別管理産業廃棄物

の処分 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条の４第

６項に基づく特別管理産業廃棄物処分業許可 

測
定
・
分
析
・
検
査 

大気・臭気測

定分析 

大気測定・分析・計

量証明事業 

 

水質分析 
水質分析・計量証明

事業 

 

土壌分析 
土壌分析・計量証明

事業 

 

騒音測定 騒音測定  

振動調査 振動調査  

特定計量証明

事業 

ダイオキシン類の測

定 

 

衛生検査 
保菌検査、血液検査

等 

臨床検査技師等に関する法律第20条の３に基づく

衛生検査所登録 

作業環境測定 作業環境測定 
作業環境測定法第33条に基づく作業環境測定機関

登録 

人
材
派
遣 

一般事務・受

付・料金収納 

一般事務・接客窓

口・料金収納 

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者

の保護等に関する法律第５条に基づく労働者派遣事

業許可又は同法附則の一般労働者派遣事業の許可等

に関する経過措置により労働者派遣事業の許可を受

けたものとみなす者 

データ入力 データ入力（パンチ） 

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者

の保護等に関する法律第５条に基づく労働者派遣事

業許可又は同法附則の一般労働者派遣事業の許可等

に関する経過措置により労働者派遣事業の許可を受

けたものとみなす者 

電話交換 庁舎等電話交換 

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者

の保護等に関する法律第５条に基づく労働者派遣事

業許可又は同法附則の一般労働者派遣事業の許可等

に関する経過措置により労働者派遣事業の許可を受

けたものとみなす者 

催
事 

関
係 

会場設営 会場設営 

 

選挙看板設置 選挙看板設置 
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別表 

業種区分 
業務事例 登録業種に必要とする法令の許可等 

大業種 小業種 

運
送
・
運
搬 

引越し 
事務所等の引越し・

荷物運搬 

貨物自動車運送事業法第３条に基づく一般貨物自

動車運送事業許可又は同法第36条に基づく貨物軽

自動車運送業届出 

メール便配送 
広報紙、市民カレン

ダー等配送 

貨物自動車運送事業法第３条に基づく一般貨物自

動車運送事業許可又は同法第36条に基づく貨物軽

自動車運送業届出 

貸切バス運行 貸切バス運行 
道路運送法第４条に基づく一般貸切旅客自動車運

送事業許可 

計
画
策
定
等 

行政計画 
総合計画、福祉、環

境等の計画策定 

 

調査統計 

意識調査・世論調

査・アンケート、健

診受診勧奨業務 

 

施
設
運
転
管
理 

水道施設・配

水場施設 
水道施設運転管理 

 

下水道施設 下水道施設運転管理  

病院施設 病院施設運転管理  

不
動
産
鑑
定
等 

不動産鑑定業

務 
不動産鑑定 

不動産の鑑定評価に関する法律第22条第１項に基

づく不動産鑑定業者登録 

登記手続業務 登記手続き 
土地家屋調査士法第８条第１項に基づく土地家屋

調査士名簿登録者の在籍（常用雇用） 

ク
リ
ー
ニ
ン
グ 

クリーニング クリーニング 
クリーニング業法第５条に基づくクリーニング所開設

届出 

医療関連クリ

ーニング（基準

寝具類） 

布団、毛布、シーツ、

枕、病衣等の洗濯 

医療関連サービスマーク（寝具類洗濯）認定又は、医

療法施行規則第９条の14に規定する基準に適合 

医療関連クリ

ーニング（基準

寝具類以外） 

白衣、手術衣等の洗濯 
クリーニング業法第５条に基づくクリーニング所開設

届出 

医
療
機
器

保
守
等 

滅菌 
医療機器等の院外滅菌

消毒 

医療関連サービスマーク（院外滅菌業務）認定又は、

医療法施行規則第９条の９に規定する基準に適合 

森
林

整
備 森林整備 

森林間伐（特殊伐採を

含む除伐、間伐作業） 
 

シ
ス
テ
ム

構
築
・
保
守 

シ ス テ ム 構

築・保守 
システム構築・保守  
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別表 

業種区分 

業務事例 登録業種に必要とする法令の許可等 
大業種 小業種 

事
務
・
業
務
の
委
託 

窓口業務 
一部窓口事務の委託

業務 
 

委託業務 
臨時的事務事業の受

託業務 
 

コールセンタ

ー 

臨時的事務事業に対

する電話対応業務 
 

健康診断 
職員等を対象とする

健康診断業務 
 

 


